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2022年 10月 5日 

関 係 各 位 

大分県大分市府内町三丁目 4番 1号 

株 式 会 社  大 分 銀 行 

取締役頭取 後藤 富一郎 

 

吸収分割に係る事前開示事項 

（会社法第 782条第 1項および会社法施行規則第 183条に定める書面） 

 

 当行（以下「甲」という。）は、2022年 9月 26日開催の取締役会において、2023年

6月 5日を効力発生日とし、甲を吸収分割会社、野村證券株式会社（以下「乙」という。）

を吸収分割承継会社として、甲の登録金融機関業務に係る顧客の証券口座に関する権利

業務を吸収分割（以下「本件分割」という。）の方法により承継することを決議し、両社

の間で本件分割に係る吸収分割契約を締結しましたので、会社法第 782 条第 1 項及び

会社法施行規則第 183 条の規定に基づき、下記のとおり開示いたします。 

なお、本件分割は、甲及び乙双方において、それぞれ会社法第 784 条第 2 項および同

法 796 条第 2 項に規定する簡易分割に該当します。 

 

記 

 

1. 吸収分割契約の内容に関する事項（会社法第 782条第 1項） 

2022年 9月 26日付で、甲と乙の間で締結した吸収分割契約書は、別添 1の 

とおりです。 

 

 

2. 分割対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第 183条第 1号） 

（１）財産の内容 

金銭 

（２）金額 

0円 

（３）算定方法 

2022年 8月 22日に甲と乙との間で締結しました金融商品仲介業務における包

括的業務提携に関する最終契約（以下「本業務提携」という。）は、「会社分割」

「金融商品仲介業務委託」「従業員の出向」「営業支援」を一体行為とする包括的



な業務提携であり、本件分割は本業務提携のスキームの一環に過ぎないことか

ら、本件分割における対価性については、本業務提携全体を俯瞰して判断するこ

とが適切であると考えられます。 

本件分割は、本業務提携における役割分担（甲は顧客管理等、乙は口座管理

等）の構築を目的とするものであり、甲においては業務運営コストの削減効果が

見込まれます。また、乙との新たな金融商品仲介業務委託契約により甲の証券口

座に係る顧客との関係性は実質的に継続し、本件分割後も継続して甲が顧客管理

等を行うことや当該顧客から生み出される収益も引き続き甲乙間での収益配分に

より甲に継続して帰属することからも、事業的な移転価値を見出すものではない

と考えております。 

以上のことから、分割対価 0円には相当性があると判断しております。 

 

 

3. 吸収分割と同時に行う剰余金の配当等に関する事項（会社法施行規則第 183条第 

2号） 

甲は、本件分割の効力発生日に剰余金の配当等を行いません。 

 

 

4. 吸収分割会社の新株予約権の対価の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第

183条第 3号） 

甲は、新株予約権を発行していないため、該当事項はありません。 

   

   

5. 吸収分割承継会社に関する事項（会社法施行規則第 183条第 4号） 

（１）最終事業年度に係る計算書類等 

乙の最終事業年度（2021年 4月 1日～2022年 3月 31日）に係る計算書類等 

は別添 2のとおりです。 

（２）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等 

該当事項はありません。 

（３）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会 

社財産の状況に重要な影響を与える事象 

該当事項はありません。 

 

 



6. 吸収分割会社に関する事項（会社法施行規則第 183条第 5号） 

（吸収分割会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の 

負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象） 

甲において、2022年 4月 1日以後、重要な財産の処分、重大な債務の負担その

他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象は生じておりません。 

 

 

7. 吸収分割が効力を生ずる日以後における債務の履行の見込みに関する事項（会社法

施行規則第 183条第 6号） 

（１）吸収分割会社の債務の履行の見込みに関する事項 

本件分割の効力発生日時点における甲の資産の額は、負債の額を十分に上回る

ことが見込まれます。また、本件分割後における甲の収益状況について、債務の

履行に支障をきたすような事態は、現在のところ予測されておりません。従いま

して、本件分割後における甲の債務の履行に支障はないと見込んでおります。 

なお、本件分割により、分割会社である甲から承継会社である乙に対して移転

する資産および負債の額はそれぞれ 0円となる見込みです。 

（２）吸収分割承継会社の債務の履行の見込みに関する事項 

本件分割の効力発生日時点における乙の資産の額は、負債の額を十分に上回る

ことが見込まれます。また、本件分割後における乙の収益状況について、債務の

履行に支障をきたすような事態は、現在のところ予測されておりません。従いま

して、本件分割後における乙の債務の履行に支障はないと見込んでおります。 

なお、本件分割により、承継会社である乙に対する分割会社である甲から移転

する資産および負債の額はそれぞれ 0円となる見込みです。 

 

 

8. 事前開示開始後の上記各事項の変更（会社法施行規則第 183条 7号） 

 本事前開示開始以後、上記事項に変更がありましたら、直ちに開示いたします。 

 

 

以上 











 

 

別添 2 



（単位：百万円）

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

資産の部 負債の部

流動資産 流動負債

現金・預金 1,113,060 トレーディング商品 2,088,310

預託金 20,046 商品有価証券等 1,475,860

トレーディング商品 3,407,102 デリバティブ取引 612,450

商品有価証券等 2,397,367 信用取引負債 41,863

デリバティブ取引 1,009,735 信用取引借入金 1,556

約定見返勘定 29,093 信用取引貸証券受入金 40,307

信用取引資産 220,596 有価証券担保借入金 6,143,141

信用取引貸付金 217,225 有価証券貸借取引受入金 927,161

信用取引借証券担保金 3,371 現先取引借入金 5,215,979

有価証券担保貸付金 6,048,405 預り金 869,709

借入有価証券担保金 2,822,827 受入保証金 746,710

現先取引貸付金 3,225,578 短期借入金 385,600

立替金 3,556 関係会社短期借入金 104,000

短期差入保証金 1,388,558 短期社債 35,000

短期貸付金 451,779 未払金 9,537

その他の流動資産 94,099 賞与引当金 40,529

流動資産計 12,776,293 その他の流動負債 64,993

固定資産 流動負債計 10,529,391

有形固定資産 4,927 固定負債

無形固定資産 174 社債 4,700

投資その他の資産 49,563 長期借入金 1,064,350

投資有価証券 11,919 関係会社長期借入金 470,000

繰延税金資産 32,887 退職給付引当金 41,441

前払年金費用 2,003 資産除去債務 11,002

その他 3,632 その他の固定負債 65,000

貸倒引当金 △879 固定負債計 1,656,493

固定資産計 54,664 特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 26,205

　　　特別法上の準備金計 26,205

負債合計 12,212,089

純資産の部

株主資本

資本金 10,000

資本剰余金

資本準備金 529,579

その他資本剰余金 8,528

資本剰余金合計 538,107

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 68,159

利益剰余金合計 68,159

株主資本合計 616,266

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,602

評価・換算差額等合計 2,602

純資産合計 618,868

資産合計 12,830,957 負債・純資産合計 12,830,957

第　21　期　末　貸　借　対　照　表
（2022年３月31日現在）
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（単位：百万円）

　　科　　　　　　目 金　　　　額

営業収益

受入手数料 380,998

トレーディング損益 128,101

金融収益 70,978

営業収益計 580,076

金融費用 65,786

純営業収益 514,290

販売費・一般管理費

取引関係費 94,809

人件費 173,231

不動産関係費 33,926

事務費 127,968

減価償却費 1,391

租税公課 4,526

その他 3,779

販売費・一般管理費計 439,631

営業利益 74,660

営業外収益 393

営業外費用 263

経常利益 74,790

特別利益

株式報酬受入益 2,442

投資有価証券売却益 4,020

特別利益計 6,462

特別損失

金融商品取引責任準備金繰入 2,454

特別損失計 2,454

税引前当期純利益 78,797

法人税、住民税及び事業税 △22,498

法人税等調整額 33,753

当期純利益 67,542

第　21　期　損　益　計　算　書
（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
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（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 10,000 529,579 8,528 538,107 85,617 85,617 633,724

当期変動額

剰余金の配当 △85,000 △85,000 △85,000

当期純利益 67,542 67,542 67,542

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － － － － △17,458 △17,458 △17,458

当期末残高 10,000 529,579 8,528 538,107 68,159 68,159 616,266

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 9,164 9,164 642,888

当期変動額

剰余金の配当 △85,000

当期純利益 67,542

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

△6,562 △6,562 △6,562

当期変動額合計 △6,562 △6,562 △24,020

当期末残高 2,602 2,602 618,868

第 21 期 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
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個 別 注 記 表

　当社の計算書類は、「会社計算規則」（平成18年法務省令第13号）のほか「金融商品取引業等に関す

る内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）および「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和49

年日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成しております。

記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。

［重要な会計方針］

１．有価証券およびデリバティブ取引等の評価基準および評価方法

(１)トレーディング商品に属する有価証券(売買目的有価証券)等の評価基準および評価方法

　時価法を採用しております。

　当社は金融商品取引業の一環として自己の計算で有価証券およびデリバティブ取引等（以下、

有価証券等という）の売買、引受を行い、その結果として有価証券等のポジションを保有してい

るものについて、トレーディング商品として計上しております。

(２)トレーディング商品に属さない有価証券(その他の有価証券)等の評価基準および評価方法

　時価法を採用しております。なお、取得原価（移動平均法により算定）ないし償却原価との評

価差額を、全部純資産直入する方法によって計上しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(１)有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）ならびに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備および構築物については、定額法を採

用しております。

(２)無形固定資産および投資その他の資産

　定額法を採用しております。

３．引当金および準備金の計上基準

(１)貸倒引当金

　貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、また、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(２)賞与引当金

　従業員に対する賞与の支払いに備えるため、当社所定の計算方法による支払見込額を計上して

おります。

(３)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、退職一時金および確定給付企業年金について、当期末におけ

る退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額

を計上しております。退職給付債務および勤務費用の算定にあたり、退職給付見込額を当期末ま

での期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。

　数理計算上の差異ならびに過去勤務費用のうち確定給付企業年金にかかるものは、その発生時

の従業員の平均残存勤務年数（11年～16年）による定額法により発生した会計年度から費用処理

しております。

　退職一時金にかかるものは、発生した会計年度において一括費用処理しております。

　なお、当期末において認識すべき年金資産が、退職給付債務から数理計算上の差異等を控除し

た額を超過する場合には、前払年金費用として投資その他の資産に計上しております。

(４)金融商品取引責任準備金

　証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の５および金融商品取引業等に関す

る内閣府令第175条に定めるところにより算出した額を計上しております。
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４．収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる主たる収益は、以下のとおりです。

　　(委託売買業務)

　委託売買業務に係る受取手数料は、顧客との契約に基づいて委託を受けて有価証券の売買等を

執行する履行義務を充足した時に認識されます。当該履行義務は約定日において充足されると判

断しており、一時点で収益を認識しております。

　　(引受け・売出し業務)

　有価証券等の引受けおよび売出し業務に係る受取手数料は、当該業務の完了時点に、履行義務

を充足し、収益を認識しております。当該履行義務は、引受け業務では、条件決定日、売出し業

務では、条件決定日または顧客への販売時において充足されると判断しております。

　　(募集・売出しの取り扱い業務、私募の取り扱い業務)

　有価証券等の募集・売出しの取り扱い業務、私募の取り扱い業務に係る受取手数料は、当該業

務の完了時点に、履行義務を充足し、収益を認識しております。当該履行義務は、募集等の申し

込みがあった時において充足されると判断しております。

　　(その他)

　受益証券の代行事務報酬は、サービス提供期間の経過とともに履行義務が充足されます。当該

履行義務は通常の契約期間にわたり充足されると判断し、均等に収益を認識しております。財務

アドバイザリーサービスの成功報酬は、M&Aの仲介など特定の取引に関連する顧客に対する財務的

助言の提供等のサービスを提供する履行義務を充足した時に認識されます。当該成功報酬は変動

対価であり、重要な戻し入れが発生しないと判断された時点、つまり通常は取引が完了した時点

で認識されます。

５．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

６．消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

７．連結納税制度を適用しております。

　なお、当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設された

グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行わ

れた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関

する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せ

ず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

８．金融資産と金融負債の相殺表示

　当社は、金融商品会計に関する実務指針（日本公認会計士協会　会計制度委員会報告第14号）に

定める要件を満たす場合に、信用リスク軽減の効果をより明瞭に表示するため金融資産と金融負債

を相殺して表示しております。

(１)デリバティブ取引の相殺表示

　法的に有効なマスターネッティング契約を有する同一相手先に対する金利等のスワップ取引に

ついては相殺して表示しております。

(２)現金担保付債券貸借取引の相殺表示

　同一相手先かつ同一決済日など一定の要件を満たした現金担保付債券貸借取引については相殺

して表示しております。
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［会計方針の変更に関する注記］

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基

準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項に定める経過的な取扱いに

従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。

当該適用による計算書類への影響はありません。

　見積りはその性質上、経営者の判断を必要とする仮定や利用可能な情報の範囲に依拠して

います。将来の実績は直近の見積りと乖離する可能性があり、結果として計算書類に重要な

影響を及ぼす可能性があります。翌会計年度において、計算書類に重要な修正を生じる要因

となる著しいリスクを伴う判断および見積りは次のとおりです。

　・金融商品の時価評価のうち、市場価格がない場合に使用している合理的に算定された価額

　　[金融商品に関する注記]にて記載をしております。

［会計上の見積りに関する注記］
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短期金銭債権 100,636百万円

短期金銭債務 237,296百万円

長期金銭債務 470,000百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 3,039百万円

(１)担保に供している資産

トレーディング商品 468,715百万円

(２)担保にかかる債務

短期借入金 375,100百万円

長期借入金 75,500百万円

信用取引借入金 1,556百万円

計 452,156百万円

差し入れた有価証券の合計額 7,495,730百万円

うち主なもの

現先取引で売却した有価証券 5,370,227百万円

消費貸借契約により貸し付けた有価証券 1,568,116百万円

受け入れた有価証券の合計額 8,709,865百万円

うち主なもの

現先取引で買い付けた有価証券 3,198,616百万円

消費貸借契約により借り入れた有価証券 4,981,431百万円

デリバティブ取引にかかる担保 322,883百万円

関係会社長期借入金 470,000百万円

［貸借対照表に関する注記］

１．関係会社に対する金銭債権および金銭債務

３．担保に供している資産

　なお、このほかに借入有価証券および担保受入有価証券を20,071百万円差し入れております。

４．差入有価証券等

(１)有価証券を担保とした金融取引、有価証券の消費貸借契約、信用取引に関わるもの、および、

保証金等の代用等として差し入れた有価証券、または受け入れた有価証券の時価額（上記３．に

属するものを除く）

(２)このほか、顧客分別金信託として有価証券を991,216百万円信託しております。

５．借入金中の劣後特約付借入金
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（単位：百万円）

保証先 内容 金額

ノムラ・インターナショナル・ファンディング Pte. Ltd. ミディアム・ターム・ノート 211,062

ノムラ・インターナショナル PLC ストックレンディング 41,264

ノムラ・インターナショナル PLC (注２） デリバティブ取引等 41,126

ノムラ・セキュリティーズ・インターナショナル Inc. (注

２）
レポ取引等 15,950

その他 (注２） 33,509

６．保証債務（注１）

（注１）　日本公認会計士協会監査・保証実務委員会実務指針第61号に従い、実質的に債務保

証義務を負っていると認められるものについては、債務保証に準ずるものとして注

記の対象に含めております。

（注２）　野村ホールディングス株式会社と連帯して保証する債務を含んでおります。
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営業収益 10,226百万円

金融費用および販売費・一般管理費 168,883百万円

［損益計算書に関する注記］

関係会社との取引高

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度期末

 普通株式（株） 201,410 ― ― 201,410

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
　配当額（円）

基準日 効力発生日

2021年４月27日

取締役会
普通株式 85,000 422,025 2021年３月31日 2021年６月４日

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
　配当額（円）

基準日 効力発生日

2022年4月26日

取締役会
普通株式 67,472 335,000 2022年３月31日 2022年６月１日

［株主資本等変動計算書に関する注記］

１．発行済株式に関する事項

２．自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(１)配当金支払額

(２)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度の末日後となるもの
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繰延税金資産

賞与引当金 13,804百万円

有価証券・デリバティブ 19,323百万円

退職給付引当金 12,847百万円

金融商品取引責任準備金 8,124百万円

固定資産評価減 1,220百万円

資産除去債務計上否認 3,411百万円

地方税繰越欠損金 5,153百万円

その他 1,549百万円

繰延税金資産小計 65,430百万円

評価性引当額 △11,039百万円

繰延税金資産合計 54,391百万円

繰延税金負債

有価証券・デリバティブ △16,643百万円

資産除去債務に対応する除去費用 △1,515百万円

その他 △3,345百万円

繰延税金負債合計 △21,504百万円

繰延税金資産の純額 32,887百万円

［税効果会計に関する注記］

繰延税金資産および負債の発生の主な原因別内訳

［リースにより使用する固定資産に関する注記］

　貸借対照表上に計上した固定資産のほか、事務機器・自動車等の一部については、所有権移転外ファ

イナンス・リース契約により使用しております。
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［金融商品に関する注記］

１．金融商品の状況に関する事項

(１)金融商品に対する取組方針

　当社、当社の親会社（野村ホールディングス株式会社）およびその関係会社の主たる事業は証

券業を中核とする投資・金融サービス業であり、わが国をはじめ世界の主要な金融資本市場を網

羅する営業拠点等を通じ、お客様に対し資金調達、資金運用の両面で幅広いサービスを提供して

おります。これらの事業を行うため、当社は、有価証券等の売買取引のほか、デリバティブ取引

についても、原則として、顧客のさまざまなニーズに対応した商品、取引等を提供していくため

の業務として、取り組んでおります。そのために生じるトレーディング・ポジションにかかるリ

スク管理は極めて重要であり、トレーディング部門内のリスク管理に加え、独立したリスク管理

部署によるグローバルベースでのリスク管理に注力しております。また、デリバティブ取引は、

顧客のさまざまなニーズに対する商品として利用しているほか、トレーディング業務の遂行に付

随して発生するリスクのヘッジ、調節等の目的でもデリバティブ取引を利用しており、有価証券

等の売買とデリバティブ取引を一体として運営、管理しております。

(２)金融商品の内容およびそのリスク

　当社のトレーディング・ポジションは、顧客ニーズに対応する取引、市場機能を補完するため

のマーケットメーク取引、自己の計算にかかるディーリング業務等から発生いたします。

　取引所で行う取引の結果として、上場株式、新株予約権付社債、株価指数の先物およびオプシ

ョン取引、債券先物取引等のポジションを保有しております。取引所取引の先物、オプション等

のデリバティブ取引のポジションは、取引所での市場機能の補完や当社の商品有価証券等のヘッ

ジおよび裁定取引の結果として発生しております。

　また、取引所以外の取引の結果として、債券、ワラント、選択権付債券売買取引、エクイテ

ィ・デリバティブ取引、有価証券貸借取引および現先取引等のポジションを保有しております。

さらに、為替取引、通貨先物、金利・通貨スワップ取引等のポジションを保有しておりますが、

これらは顧客の抱える為替・金利等のリスクのヘッジやリスクの変換ニーズに対応して発生した

ポジションおよび当社の商品有価証券等のヘッジ目的によるポジションであります。

　トレーディング業務に伴って発生し、当社の財務状況に大きな影響を与えるリスクとしては、

主としてマーケットリスクと信用リスク(発行体リスク、取引先リスク)、流動性リスクがあげら

れます。

(３)金融商品にかかるリスク管理体制

① マーケットリスク管理

　株式、金利、為替等の相場変動に伴ってトレーディング・ポジションの価値（時価額）は増

減いたします。当社は、この価値の増減をマーケットリスクとして認識しております。当社の

トレーディング・ポジションは、主として顧客取引の結果として発生しており、相場変動によ

りトレーディング・ポジションの価値が減少するリスクを回避するため、適切なヘッジ取引を

行っております。ヘッジの手段は、現物有価証券だけに限らずデリバティブ取引も含めてその

時点で最適なものが選択されます。したがって、ヘッジ手段まで含めたトレーディング・ポー

トフォリオについて、日々時価評価を行いマーケットリスクを計算するなど、ルールに沿った

ポジション運営がなされております。トレーディング・ポートフォリオは各商品部門で商品別

あるいは取引目的別に管理されているほか、トレーディング部門から独立したリスク・マネジ

メント部門がグローバルベースで日々独自に評価をチェックし、リスク額等を関係執行役に報

告しております。マーケットリスクの管理に関するルールは、野村ホールディングス株式会社

のグループ・リスク管理委員会で決定されます。

② 信用リスク（発行体リスクおよび取引先リスク）管理

　発行体リスクおよび取引先リスクは、当社が有価証券を保有している場合や取引先に対する

債権を保有している場合に、発行体や取引先が義務を履行しないリスクであります。典型的に

は、発行体や取引先がデフォルト状態となった時に発生します。

　有価証券の発行体リスクは、市場価格に反映され、日々時価評価されております。しかし、

格付けの引下げによる急激な価格変動および発行体のデフォルト時に発生する損失は、発生す

る可能性としては低いものの、一旦発生した場合の損失見込額は大きく、リスク管理上、非常

に重要と認識しております。当社は発行体の格下げやデフォルトの発生確率および発生時の損

失見込額を合理的に算出し、トレーディング部門とリスク・マネジメント部門の双方で保有有
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価証券のポートフォリオを注意深く監視しております。

　デリバティブ取引のうち取引所取引は、取引所と日々決済が行われ、また、当社に取引所取

引を委託する顧客からは十分な委託証拠金（担保）を徴求しておりますので、取引先リスクは

少額であると認識しております。他方、取引所以外でのデリバティブ取引については、与信に

相当する取引先リスクが発生します。当社では、リスク・マネジメント部門が取引先の信用度

に応じて与信限度額を設定しモニタリングを行っております。取引先リスクは、デリバティブ

取引を時価評価して得られる与信相当額と契約終了時までの潜在的与信相当額の合計額で管理

されており、必要に応じて担保の徴求等を行うなど与信相当額を低減するための対策を講じて

おります。また、デリバティブ取引に関する基本契約書の整備にも注力をしております。

③ 資金流動性リスク管理

　当社では、資金流動性リスクを野村グループの信用力の低下または市場環境の悪化により必

要な資金の確保が困難になる、または通常より著しく高い金利での資金調達を余儀なくされる

ことにより損失を被るリスクと定義しております。このリスクは、市場において有担保あるい

は無担保調達が不可能になる、野村グループの信用力が低下する、予定外の資金需要の変化に

対応できない、迅速かつ最小の損失での資産の流動化ができない、あるいは、グループ会社間

の自由な資金移動が妨げられる規制資本上の制約に関する変化等、市場全体の事情や野村グル

ープ固有の事情により発生します。資金流動性リスク管理については、野村ホールディングス

株式会社の経営会議が定める流動性リスク・アペタイトに基づくことを基本方針としており、

野村ホールディングス株式会社が統合管理しております。野村グループの資金流動性管理は、

市場全体が流動性ストレス下にある場合において、またそれに加えて野村グループの信用リス

クに過度なストレスを想定した場合においても、それぞれ１年間、および30日間にわたり、無

担保による資金調達が困難な場合においても、保有資産を維持しつつ業務を継続することがで

きる充分な資金流動性を常に確保することを主な目的としております。また、金融庁の定める

流動性カバレッジ比率および安定調達比率（「金融商品取引法第五十七条の十七第一項の規定

に基づき、最終指定親会社が当該最終指定親会社およびその子法人等の経営の健全性を判断す

るための基準として定める最終指定親会社およびその子法人等の経営の健全性のうち流動性に

かかる健全性の状況を表示する基準」）の充足が求められております。

　当社は、主な流動性維持の目的を達成可能とする、さまざまな流動性リスク管理フレームワ

ークを定めております。このフレームワークには、（1）余剰資金の確保、（2）資産構成等に

見合った資金調達ならびに調達手段の多様化および調達期間の分散、（3）金融機関が当社に対

し設定する与信枠の維持・管理、（4）コンティンジェンシー・ファンディング・プランに関す

ることが含まれております。

(４)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては経営者の判断を必要とする仮定や利用可能な情報等を使用し

ているため、異なる仮定や情報等によった場合、当該時価が異なることもあります。また、

「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等について

は、その金額自体がデリバティブ取引にかかる市場リスクを示すものではありません。

(５)マーケットリスクにかかる定量的情報

トレーディング目的の金融商品

　当社では、「トレーディング商品（資産および負債）」、「有価証券担保貸付金」ならびに

「有価証券担保借入金」に関し、マーケットリスクの測定方法として、バリューアットリスク

（VaR）を採用しております。

　VaRとして知られる統計的な手法は、ある一定期間に一定の信頼水準内で、市場の変動により発

生しうる損失額と定義されます。当社では、トレーディング・ポートフォリオについて、信頼水

準95％*、保有期間１日のVaRを計測しています。VaRモデルに含まれるマーケットリスクは、株

価、金利、外国為替レート、およびそれらに関連するボラティリティや相関等があります。ボラ

ティリティと相関の計算に利用されるヒストリカル・データは、直近のデータに比重をかけて計

算されています。

　VaR算出における当社のトレーディング・ポジションのリスクの計量化に関しては、多くの前提

と近似値が用いられます。当社の用いる前提や近似値あるいはそれらの組み合わせは合理的なも

のと考えておりますが、前提や近似値が異なれば、VaRの値が大きく異なる可能性があります。

* 2022年3月末より当社のトレーディング・ポートフォリオの特性等を踏まえて、開示する保有期
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（単位：億円）

2022年３月31日現在

株式関連 4

金利関連 3

為替関連等 3

小計 10

分散効果 △4

バリューアットリスク（VaR） 6

（単位：億円）

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

最大値 最小値 平均値

バリューアットリスク

(VaR)
11 5 7

間1日のVaRの信頼区間を99%から95%に変更しました。

① VaRの前提

・信頼水準：95％

・保有期間：１日

・商品の価格変動等を考慮

② VaRの実績

　なお、当社は、規制に基づくバックテスティングを実施し、トレーディング・ポートフォリオ

のVaRの値と実際の損益とを比較し、リスク計測に利用されるモデルの精度を検証しています。

VaRを超過する損益の回数をカウントし、所定の回数に収まっているかを検証します。超過回数が

所定の基準を上回った場合は、VaRメソドロジーの調整を行います。

トレーディング目的以外の金融商品

　主要な市場リスクにかかるリスク変数が貸借対照表の時価に与える影響に重要性がないため開

示を省略しております。
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（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額

(１)現金・預金 1,113,060 1,113,060 －

(２)預託金 20,046 20,046 －

(３)トレーディング商品 3,407,102 3,407,102 －

　　　 商品有価証券等 2,397,367 2,397,367 －

　　　 デリバティブ取引 1,009,735 1,009,735 －

(４)約定見返勘定 29,093 29,093 －

(５)信用取引資産 220,596 220,596 －

　　　 信用取引貸付金 217,225 217,225 －

　　　 信用取引借証券担保金 3,371 3,371 －

(６)有価証券担保貸付金 6,048,405 6,048,405 －

　　　 借入有価証券担保金 2,822,827 2,822,827 －

　　　 現先取引貸付金 3,225,578 3,225,578 －

(７)立替金 3,556 3,556 －

(８)短期差入保証金 1,388,558 1,388,558 －

(９)短期貸付金 451,779 451,779 －

(10)投資有価証券 11,919 11,919 －

資産計 12,694,113 12,694,113 －

(１)トレーディング商品 2,088,310 2,088,310 －

　　　 商品有価証券等 1,475,860 1,475,860 －

　　　 デリバティブ取引 612,450 612,450 －

(２)信用取引負債 41,863 41,863 －

　　　 信用取引借入金 1,556 1,556 －

　　　 信用取引貸証券受入金 40,307 40,307 －

(３)有価証券担保借入金 6,143,141 6,143,141 －

　　 　有価証券貸借取引受入金 927,161 927,161 －

　　　 現先取引借入金 5,215,979 5,215,979 －

(４)預り金 869,709 869,709 －

(５)受入保証金 746,710 746,710 －

(６)短期借入金 385,600 385,600 －

(７)関係会社短期借入金 104,000 104,000 －

(８)短期社債 35,000 35,000 －

(９)未払金 9,537 9,537 －

(10)社債 4,700 4,700 －

(11)長期借入金 1,064,350 1,064,350 －

(12)関係会社長期借入金 470,000 481,889 11,889

負債計 11,962,919 11,974,808 11,889

２．金融商品の時価等に関する事項

　2022年３月31日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりで

あります。
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（単位：百万円）

種類 資産 負債

株式・ワラント 94,704 302,320

債券 2,088,566 1,172,694

受益証券等 214,097 846

トレーディング損益に含まれた評価益

（△評価損）
26,243

（単位：百万円）

種類
資産 負債

契約額等 時価 契約額等 時価

オプション取引 3,985,352 181,226 4,603,514 221,669

為替予約取引 12,493,959 607,556 12,191,849 631,910

スワップ取引 171,980,930 4,187,581 167,643,739 3,748,651

先物・先渡取引 979,549 39,654 804,420 16,503

デリバティブ取引相殺額 － △4,006,283 － △4,006,283

合計 － 1,009,735 － 612,450

資産

(１)現金・預金

　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。満期のある預金については、当期末は該当ございません。

(２)預託金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価格によっ

ております。

(３)トレーディング商品（資産および負債）

　商品有価証券等の時価は、一般的に市場取引価格、もしくは合理的な水準の価格客観性を

持つ業者間取引価格、変数が直接観察可能な類似の金融商品を参照して得た価格に基づいて

おります。商品有価証券等のなかには流動性の低い商品が含まれており、そのような商品に

関しては当社による最善の見積公正価値を利用して価格決定がなされております。

　デリバティブ取引は、上場デリバティブおよび店頭取引デリバティブで構成されておりま

す。上場デリバティブの時価は、市場取引価格または評価モデルによって決定されます。店

頭取引デリバティブは、評価モデルを使用して価格評価がなされます。

①　商品有価証券等の貸借対照表計上額

②　デリバティブ取引の契約額および時価

　（注）１．時価ならびにみなし決済損益を貸借対照表に計上しておりますので、評価損益欄を設けて

おりません。

２．法的に有効なマスターネッティング契約を有する同一相手先に対する金利スワップ等のデ

リバティブ取引額については、貸借対照表上相殺して表示しております。

３．時価の算定方法は、金融商品取引所等の基準値段もしくは清算値段、または見積将来キャ

ッシュ・フローの割引現在価値等を用い算定しております。

(４)約定見返勘定、(５)信用取引資産

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価格によっ

ております。
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（単位：百万円）

１年以内

(１)現金・預金 1,113,060

(２)預託金 20,046

(５)信用取引資産 220,596

(６)有価証券担保貸付金 6,048,405

(７)立替金 3,556

(８)短期差入保証金 1,388,558

(９)短期貸付金 451,779

合計 9,245,999

(６)有価証券担保貸付金

　有価証券貸借取引および現先取引に伴う取引相手先への貸付金額が計上されております。

受入れた有価証券の時価の変動により貸付金額の調整を行っていることや短期間で決済され

るため、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価格によっております。

(７)立替金、(８)短期差入保証金、(９)短期貸付金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価格によっ

ております。

(10)投資有価証券

　投資有価証券の時価は、市場取引価格に基づいております。

（注）　金銭債権等の決算日後の償還予定額

負債

(１)トレーディング商品

　資産(３)トレーディング商品に記載しております。

(２)信用取引負債

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価格によっ

ております。

(３)有価証券担保借入金

　有価証券貸借取引および現先取引に伴う取引相手先からの借入金額が計上されておりま

す。また、差入れた有価証券の時価の変動により借入金額の調整を行っていることや短期間

で決済されるため、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価格によっておりま

す。

(４)預り金、(５)受入保証金、(６)短期借入金、(７)関係会社短期借入金、(８）短期社債、

(９)未払金

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価格によっ

ております。

(10）社債、(11）長期借入金、(12）関係会社長期借入金

　社債、長期借入金および関係会社長期借入金は、一定の期間ごとに区分した当該債務の元

利金の合計額を同様の債務において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しておりま

す。ただし、変動利率のうち短期間で市場金利を反映している債務については、時価は帳簿

価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
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（単位：百万円）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

(２)信用取引負債 41,863 － － － － －

(３)有価証券担保借入金 6,143,141 － － － － －

(４)預り金 869,709 － － － － －

(５)受入保証金 746,710 － － － － －

(６)短期借入金 385,600 － － － － －

(７)関係会社短期借入金 104,000 － － － － －

(８)短期社債 35,000 － － － － －

(９)未払金 9,537 － － － － －

(10)社債 － － － 2,500 － 2,200

(11)長期借入金 － 58,050 147,500 92,500 32,900 733,400

(12)関係会社長期借入金 － 170,000 － － － 300,000

合計 8,335,559 228,050 147,500 95,000 32,900 1,035,600

（注）　社債、長期借入金およびその他の有利子負債等の決算日後の返済予定額
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（単位：百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社
野村ホールディングス

株式会社

（被所有）

直接100％

諸設備の利用

資金の借入

役員の兼任

情報処理システ

ム利用料の支払
91,361 未払費用 18,048

資金の借入 555,531
関係会社短期借

入金
104,000

劣後特約付コミ

ットメントライ

ンの設定

700,000
関係会社長期借

入金
470,000

利息の支払 6,753 未払費用 872

コミットメント

ライン設定料の

支払

502 未払費用 -

［関連当事者との取引に関する注記］

１．親会社および法人主要株主等

取引条件および取引条件の決定方針等

　情報処理システム利用料につきましては、親会社の原価を基準として合理的に決定しております。

　資金の借入につきましては、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、担

保は差し入れておりません。

　上記の劣後特約付コミットメントラインの設定における取引金額は、融資限度額を示しておりま

す。

　(注)取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

    取引金額には月末平均残高を記載しております。
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（単位：百万円）

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関
係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親会社の子会社
ノムラ・インターナ

ショナルPLC
なし 債務保証

債務保証 82,545 － －

保証料の受入 53 未収収益 53

親会社の子会社

ノムラ・インターナ

ショナル・ファンデ

ィングPte. Ltd.

なし 債務保証

債務保証 211,062 － －

保証料の受入 87 未収収益 87

親会社の子会社

ノムラ・ヨーロッ

パ・ファイナンス

N.V.

なし 債務保証

債務保証 7,750 － －

保証料の受入 2 未収収益 2

親会社の子会社

ノムラ・セキュリテ

ィーズ・インターナ

ショナルInc.

なし 債務保証

債務保証 15,950 － －

保証料の受入 0 未収収益 0

親会社の子会社

ノムラ・グローバ

ル・ファイナンシャ

ル・プロダクツInc.

なし 債務保証

債務保証 9,193 － －

保証料の受入 14 未収収益 15

親会社の子会社

野村ファイナンシャ

ル・プロダクツ・サ

ービシズ株式会社

なし
債務保証

資金の貸付

債務保証 3,120 － －

保証料の受入 2 未収収益 2

資金の貸付 192,154
関係会社短期

貸付金
450,000

利息の受取 1,016 未収収益 54

２．兄弟会社等

取引条件および取引条件の決定方針等

　債務保証の内容については、[貸借対照表に関する注記] ６.保証債務に記載しております。また、

それぞれの取引における保証料率は一般の市場実勢を勘案し合理的に決定しております。
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１株当たり純資産額 3,072,678円67銭

１株当たり当期純利益 335,345円89銭

［１株当たり情報に関する注記］

［重要な後発事象に関する注記］

　該当事項はありません。

[収益認識に関する注記]

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま

す。

［その他の注記］

　該当事項はありません。
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（単位：百万円）

資産の種類
期首

帳簿価額
当期

増加額
当期
減少額

当期
償却額

期末
帳簿価額

減価償却
累計額

有形固定資産

建物 6,210 24 7 1,316 4,912 2,916

　器具備品 20 － － 4 15 122

合計 6,230 24 7 1,321 4,927 3,039

無形固定資産

借家権 191 92 39 70 174 －

電話加入権等 － － － 0 － －

合計 191 92 39 70 174 －

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 960 21 102 879

賞与引当金 45,679 40,529 45,679 40,529

退職給付引当金 38,702 5,625 2,887 41,441

金融商品取引責任準備金 23,751 2,676 222 26,205

附 属 明 細 書

１．有形固定資産および無形固定資産の明細

２．引当金の明細

（注）金融商品取引法第46条の５および金融商品取引業等に関する内閣府令第175条に定めるところ

により算出した額を「金融商品取引責任準備金」として計上しております。
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（単位：百万円）

区分 科目 金額

取 引 関 係 費

支 払 手 数 料 65,101

取 引 所 ・ 協 会 費 7,048

通 信 ・ 運 送 費 14,675

旅 費 ・ 交 通 費 1,727

広 告 宣 伝 費 5,173

交 際 費 1,085

計 94,809

人 件 費

役 員 報 酬 430

従 業 員 給 料 81,036

そ の 他 の 報 酬 ・ 給 料 25,115

福 利 厚 生 費 17,818

賞 与 引 当 金 繰 入 38,288

退 職 給 付 費 用 10,545

計 173,231

不 動 産 関 係 費

不 動 産 費 30,002

器 具 ・ 備 品 費 3,925

計 33,926

事 務 費

事 務 委 託 費 127,449

事 務 用 品 費 519

計 127,968

減 価 償 却 費 1,391

租 税 公 課 4,526

そ の 他

水 道 光 熱 費 1,256

資 料 ・ 研 修 費 1,785

会 議 費 ・ 会 費 238

寄 付 金 75

消 耗 品 費 99

雑 費 326

計 3,779

合 計 439,631

３．販売費および一般管理費の明細
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お よ び

そ の 附 属 明 細 書

会社法第435条第２項に規定される書類

野 村 證 券 株 式 会 社



第　21　期　事　業　報　告

（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

Ⅰ．当社の状況に関する重要な事項

ⅰ．当社の現況に関する事項

１．事業の経過およびその成果

業績総括

　当期の世界経済は、感染再燃に伴う減速を繰り返しつつも、新型コロナウイルスに対するワ

クチン接種において先行した米欧諸国を中心に経済活動の再開が進みました。経済の回復過程

における繰越需要の拡大は、主に新興国・地域における感染の影響残存に伴う生産や物流の停

滞と相まって供給制約を深刻化させ、物価上昇の加速を招きました。物価上昇加速が当初の想

定に反し長期化するにつれ、主要先進国・地域中央銀行の金融引き締めの開始前倒しや政策金

利引き上げの大幅化に対する思惑を高める結果となり、市場金利の上昇懸念が強まりました。

世界の株式市場は、上昇基調をたどる一方で、インフレ長期化や金利上昇に対する懸念の強ま

りを背景に、幾度となく調整を繰り返しました。中国では「共同富裕」政策の下での規制・統

制強化や脱炭素化加速を念頭とした生産抑制策などを背景に、経済成長の減速が生じました。

　日本経済は、米欧に比べワクチン接種開始が遅れたことを一因とする感染再燃の繰り返し

や、供給制約を背景とした輸出の落ち込みにより、停滞色の強い展開となりました。一方で、

実体経済の停滞や世界的インフレ加速、原燃料市況高騰に伴う輸入原材料価格上昇などのコス

ト増加にもかかわらず、主要企業の業績は底堅い拡大を維持しました。株式市場は、グローバ

ルな株価の上昇と国内企業業績の改善を背景に、9月にはバブル崩壊後の高値を更新しました

が、その後は金利上昇懸念などを背景とした世界的な株価の調整にも押され軟調な推移となり

ました。

経営成績

　当期の純営業収益は5,142億90百万円（前期比11.0％減）、経常利益は747億90百万円（同

38.7％減）、当期純利益は675億42百万円（同21.1％減）となっております。

受入手数料

　当期の受入手数料は、3,809億98百万円（前期比6.6％減）となりました。内訳は次のとおり

です。

(1）委託手数料

　当期の株式委託手数料は1,120億86百万円（前期比16.6％減）、委託手数料は合計で1,162

億74百万円（同16.7％減）となりました。

(2）引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料

　当期の引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料の合計は、332億30百万円

（前期比8.5％増）となりました。

(3）募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料

　当期の受益証券の募集・売出しの取扱手数料は436億85百万円（前期比36.4％減）となり、

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は合計で446億79百万円（同35.6％

減）となりました。
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(4）その他の受入手数料

　当期は、M&A関連手数料等が増加したことから、合計で1,868億15百万円（前期比11.1％

増）となりました。

トレーディング損益

　当期のトレーディング損益は、1,281億1百万円（前期比22.7％減）となりました。内訳は、

株券等トレーディング損失で498億55百万円、債券・為替等トレーディング収益で1,779億55百

万円（同14.1%増）となりました。

金融収支

　当期の金融収益は、主に受取債券利子等に係る収益の減少により709億78百万円（前期比

4.4％減）、金融費用は有価証券品借料の減少により657億86百万円（同6.3％減）となりまし

た。

販売費・一般管理費

　当期の販売費・一般管理費は、主に人件費の減少により、合計で4,396億31百万円（前期比

3.4％減）となりました。
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（単位：百万円）

期 別 区 分 株 券 債 券 受益証券 その他 計

第20期

委 託 手 数 料 134,458 479 4,661 1 139,598

引受け・売出し・特定投資家向

け 売 付 け 勧 誘 等 の 手 数 料
21,423 9,197 － － 30,620

募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱手数料
－ 687 68,676 － 69,363

そ の 他 の 受 入 手 数 料 10,105 1,402 65,240 91,461 168,208

計 165,986 11,764 138,576 91,462 407,788

第21期

委 託 手 数 料 112,086 455 3,733 0 116,274

引受け・売出し・特定投資家向

け 売 付 け 勧 誘 等 の 手 数 料
19,406 13,500 244 80 33,230

募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱手数料
149 844 43,685 － 44,679

そ の 他 の 受 入 手 数 料 6,279 1,442 78,061 101,033 186,815

計 137,921 16,241 125,723 101,113 380,998

（単位：百万円）

区　分 第 20 期 第 21 期

株 券 等 ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 9,881 △49,855

債券等・その他（為替等）のトレーディング損益 155,908 177,955

 債 券 等 ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 96,813 177,593

 その他（為替等）のトレーディング損益 59,095 363

計 165,788 128,101

　商品別の受入手数料の内訳は、次表のとおりであります。

　商品別のトレーディング損益の内訳は、次表のとおりであります。

２．設備投資の状況

　設備投資につきましては、主として、国内およびグローバルなビジネスラインの業務推進支援

を目的としたシステム投資を行い、デジタライゼーションを加速しております。営業部門におい

ては、お客様にとって、より利便性の高いサービスをお届けするためにオンラインサービスの拡

充を実施しております。ホールセール部門では、グローバルなオーダーに対応するトレーディン

グシステムやシステム基盤の強化と効率的かつ安定的な稼働に向けた取組みを引き続き実施して

おります。

３．資金調達の状況

　資金調達につきましては、グループ運営の利点を活かして、親会社である野村ホールディング

ス株式会社に集約された資金を有効に活用しながらも、商品在庫の増減に伴う資金需要の変化へ

の機動的な対応を行っております。
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４．対処すべき課題

　以下の記載の将来に関する事項は、当会計年度の末日現在において判断したものです。

　当社は、親会社である野村ホールディングス株式会社の傘下会社の一つとして、グループ一体

となった連結経営の下で会社運営が行われており、下記には、企業集団としての経営方針、経営

環境および対処すべき課題等を記載いたしております。

　野村グループを取り巻く経営環境は大きな変化の只中にあります。引き続き、適正な財務基盤

の維持と、資本効率の改善等を通じた経営資源の有効活用を図りながら、機動的に対応してまい

ります。また、現状に満足せず、既存ビジネスの拡大とお客様へのさらなる付加価値の提供を目

指し、常に新たな取組みも実践します。

(喫緊の優先課題)

　当社は、グローバルな金融サービス・グループとして、国内外の顧客に価値ある商品・サービ

スを提供することを目指しています。商品・サービスの多様化、多国間で複合的に展開される事

業活動の範囲や広がりを考えると、リスク管理の高度化は当社自身にとって不可欠です。

　2021年に当社のリスク管理ならびに業務運営のプロセス、手順および組織体制について順次検

証を実施しました。そして、当該検証を通じて、環境に即した業務運営のあり方、関連部門にお

けるコミュニケーションや部門間の相互連携、経営リソースの配分等について、課題が明らかに

なりました。これらの課題を踏まえつつ、関連部門における組織体制や陣容の刷新を含め、さら

なるリスク管理の高度化に取り組んできました。

　リスク管理態勢の高度化推進は、今後中長期にわたる当社の最重要プロジェクトの一つである

とともに、喫緊の重要な経営課題である、と認識しています。全役職員のリスク・カルチャーの

向上を含め、グループの総力を挙げたリスク管理の高度化に取り組んで参ります。

(環境変化を見据えた中長期の優先課題)

　企業価値の持続的向上を目指す成長戦略

　「野村を今立っている場所とは違うところ、次のステージに進める」という考えのもと、その

実現に向けた戦略の一つとして「パブリックに加え、プライベート領域への拡大・強化」を打ち

出しました。「顧客基盤の拡大」「商品・サービスの拡充」および「デジタルを活用したデリバ

リー」、これら３つの軸に関連した様々な施策を通して、一人ひとりのお客様にカスタマイズさ

れた「プライベート、あなただけのため」のサービス・ソリューションの提供を強化していきま

す。この戦略に基づき、たとえば、下記のような取り組みで成果が見え始めています。

・資産コンサルティング業への転換

　国内の個人のお客様に対しては、資産コンサルティング業への転換を進めています。中長期的

な観点でお客様にベストと思われる資産コンサルティングをご提供し、お客様が資産を増やすサ

ポートをさせていただき、預り残高を増やすことで結果として私たちがいただくフィー収入を増

やすことを目指しています。

　お預かりした資産に対し運用管理費用等の手数料を頂戴する投資信託などのストック資産に基

づく収入が着実に拡大することで、収益構造の安定化に寄与しています。

　また、機関投資家向けに提供していた運用コンサルティングのノウハウを個人投資家向けサー

ビスにも拡大するため、2020年7月に「CIO（チーフ・インベストメント・オフィス）グループ」
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を設置しました。2020年11月から投資一任サービスにCIOサービスを導入し、運用パフォーマンス

の向上を図っています。またお客様のポートフォリオを管理しコンサルティングの高度化を支援

するツール「Nomura Navigation」（ノムラ・ナビゲーション）の導入を進めています。

　加えて、売買の都度に支払が発生する既存の手数料体系に加えて、お預かりした資産の残高に

応じて手数料を頂く新たなフィー体系であるレベルフィーを選択できる手数料体系の導入を進め

ており、2021年4月にトライアルを開始しました。これにより、CIOサービスによる品質確保とあ

わせ、これまで以上にお客様と当社の利益の方向を一致させる形で アドバイスを提供する体制を

構築していきます。

・ホールセールビジネスにおける収益の多様化

　ホールセールビジネスでは、コア・プロダクトでは高いマーケットシェアを維持しつつ、収益

源の多様化を図っています。

　お客様に新たな付加価値や利便性を提供するためのデジタル化の推進

　デジタル化への取組みは、今後の金融機関の競争力に直結するものであり、お客様へ利便性の

高いサービスを提供し、多様化するニーズにお応えするため、引き続きグループ戦略に基づき幅

広い取組みを推進していきます。また、デジタル化が進展した世界においても、人は野村グルー

プの生み出す付加価値の源泉であると捉え、対面と非対面を 駆使したコンサルティング能力な

ど、これからの時代に求められる資質を備えた人材の育成を強化していきます。加えて、2022年4

月には、海外を含む野村グループ内におけるデジタル分野の協業を一層強化するとともに、注力

領域の更なる取組み強化を企図し、「デジタル・カンパニー」を設立しました。デジタル化の推

進における個別の取り組み状況は下記のとおりです。

　・業務の効率化・高度化

　デジタル化による社内業務の自動化・効率化により、より付加価値の高い分析・アドバイ

ザリー業務に注力することができるよう取り組んでいます。また既存サービスを改善するこ

とにより、満足度の高いコミュニケーション手法を活用した、当社のサービスの提供を目指

しています。

　たとえば、営業部門においては、独自の営業支援システム「リモート相談」を活用してい

ます。また、当社では、「デジタルIQプログラム」という社員のデジタルに関する知識習得

をサポートするオンラインプログラムを実施しており、グループ全体の基礎となるデジタル

知識の向上を目指しています。

　・新たな顧客層へのアプローチ

　デジタルを活用することによって、従来十分なアプローチができていなかった若年層や働

く世代のお客様に野村のサービスをお届けするためのプラットフォームを構築していきま

す。

　・デジタルアセット・ビジネスへの参画

　当社は、野村総合研究所と同社との共同出資会社であるBOOSTRYと共に、日本で初となるデ

ジタル債・デジタルアセット債の発行に係る技術基盤提供および引受け等を実施するなど、

デジタルアセット・ビジネスへのアプローチを通じて、先進技術や野村グループのネットワ

ークを活用し、従来の金融の枠にとどまることのない、新たな付加価値の提供を目指してい

ます。今後もオリジネーションからカストディまで、デジタルアセットのバリューチェーン

上のプロダクトやサービスを通じて、多様化するお客様のニーズに対応できる体制を整えて

いきます。また、このような取組を組織的に加速させるため、2022年4月1日付で「デジタル
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戦略部」および「デジタル・アセット推進室」を新設しました。

サステナビリティへの取組み

　経営ビジョンである「社会課題の解決を通じた持続的成長の実現」のため、当社ではサステナ

ビリティを経営戦略に組み込んだ運営を行っています。当社のサステナビリティ推進には、お客

様・ステークホルダーのサステナビリティへの取り組みのサポートと当社自身の取り組みという

二つの軸があります。

　・お客様・ステークホルダーのサステナビリティへの取り組みのサポート

　金融サービスグループとして核となるのは、資金や資本の流れを通じたお客様のサポート

です。事業会社や金融機関が発行するグリーンボンドやソーシャルボンドなどの引受や、M&A

などの戦略的アドバイザリーサービスの提供、投資対象としてのESG関連ファンドの開発や個

人投資家への提供を通じたサステナブルな資金循環の促進といった機能を強化することは、

お客様に選んでいただくために重要であると考えています。

　加えて、当社が長年培ってきた事業承継のサポート機能や、地方創生や農業・医療分野で

のイノベーション推進機能、調査分析の分野における専門性や知見も活かしながら、社会課

題解決のためのソリューション提供に、グループとしての総合力、強みを発揮してまいりま

す。

　・当社自身の取り組み

　当社の親会社である野村ホールディングス株式会社は、2030年までに同社の拠点で排出す

る温室効果ガス排出量を実質ゼロとする「ネットゼロ」を達成すること、および2050年まで

に投融資ポートフォリオの温室効果ガス排出量のネットゼロを達成することを目指すことを

表明しています。その取組みを具体化するため、2021年にNZBA（ネット・ゼロ・バンキン

グ・アライアンス）に加盟しました。野村グループでは、NZBA以外にも多くのイニシアティ

ブに参画しており、今後も引き続き持続可能な環境・社会の実現のための取り組みを一層推

進してまいります。

　各部門の課題、取組みは以下のとおりです。

【営業部門】

　営業部門においては、「お客様の資産の悩みに応えて、お客様を豊かにする」という基本観

のもと、多くの人々に必要とされる金融機関を目指しております。今後は、資産承継や老後資

金の不足に対する不安など、多様化する資産の悩みに的確に応えるため、パートナーのスキル

アップを継続して図るとともに、幅広い商品・サービスの充実に努めます。また多くのお客様

にご利用いただけるオンラインサービスの拡充と、コンタクトセンター等を通じたリモートコ

ンサルティング体制の強化を進めてまいります。

【ホールセール部門】

　ホールセール部門においては、お客様のニーズのさらなる高度化やテクノロジーの発展によ

るマーケットの変化に加えて、不透明なマーケット環境や景気の低迷などが我々のビジネスに

影響を及ぼす可能性があります。引き続きお客様へ高度なサービスと付加価値を提供し続ける

ために、国内外および他部門との連携を強化し、しっかりとリスクコントロールを行ってまい

ります。プライべート・マーケットなどビジネスの領域を広げるとともに成長の見込まれる分
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野に効率的に財務リソースを活用していきます。

　グローバル・マーケッツでは、リスク管理の強化を図りながらお客様に流動性の提供を継続

してまいります。また、ビジネス・ポートフォリオの多角化、グローバル連携の強化、ストラ

クチャード・ファイナンスやソリューションビジネス、及びウェルスマネジメントビジネスな

どの成長分野における収益機会の追求、そしてフロービジネスの強化をさらに推し進めてまい

ります。

　一方、インベストメント・バンキングでは、事業環境の変化にともないお客様のビジネス活

動やニーズが変化する中、国内外で業界再編・事業再編に関するアドバイザリーや資金調達、

またそれらの取引に付随する金利・為替ビジネスなどのソリューションビジネスの提供に努め

てまいります。

【リスクマネジメント、コンプライアンスなど】

　野村グループでは、経営戦略の目的と事業計画を達成するために許容するリスクの種類と水

準をリスク・アペタイトとして定めております。その上で、事業戦略に合致し、適切な経営判

断に資するリスク管理体制を継続的に拡充していくことにより、財務の健全性確保および企業

価値の向上に努めてまいります。

　コンプライアンスの観点からは、野村グループがビジネスを展開している各国の法令諸規則

を遵守するための管理体制の整備に引き続き取り組むとともに、すべての役職員がより高い倫

理観を持って自律的に業務に取り組めるよう社内の制度やルールの見直しを継続的に実施して

おります。

　また野村グループでは、法令諸規則の遵守にとどまらず、すべての役職員が社会規範に沿っ

た行動ができるよう、野村グループの一員として取るべき行動の指針として「野村グループ行

動規範」を策定し、研修その他の施策を通して、行動規範に基づく適正な行為（以下「コンダ

クト」）を推進する取組みを日々進めております。毎年８月の「野村『創業理念と企業倫理』

の日」では、すべての役職員が過去の不祥事からの教訓を再認識し、再発防止と社会およびお

客様からの信頼の維持・獲得に向けて決意を新たにする取組みとして、過去の不祥事を振り返

ったうえでの適正なコンダクトの在り方に関するディスカッション、行動規範を遵守すること

への宣誓を行っております。

　2020年９月には当社において第三者からの不正な働きかけにより法人のお客様の情報の一部

が外部に流出するという事案が発生しました。当社をはじめ、野村グループ各社では、情報管

理体制の一層の強化を図るとともに、行動規範のさらなる浸透に向けた取組みを進めておりま

す。

　以上の課題に対処し、解決することを通じて、金融・資本市場の安定とさらなる発展ととも

に、野村グループの持続的な成長に尽力してまいります。
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第18期
（2018.４.１～
　2019.３.31）

第19期
（2019.４.１～
　2020.３.31）

第20期
（2020.４.１～
　2021.３.31）

第21期
（2021.４.１～
　2022.３.31）

営 業 収 益 5,751億円 5,897億円 6,479億円 5,801億円

当 期 純 利 益 343億円 511億円 856億円 675億円

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 170,059.21円 253,512.44円 425,088.64円 335,345.89円

総 資 産 109,149億円 132,565億円 121,218億円 128,310億円

純 資 産 6,509億円 6,529億円 6,429億円 6,189億円

５．財産および損益の状況
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親会社名 住所 事業の内容
議決権の

被所有割合
(％)

主な関係内容
（注）

野村ホールディングス
株式会社

東京都
中央区

持株会社 100％
情報処理システムの利用料の支払
金銭の貸借等の取引

６．重要な親会社および子会社の状況

(1）親会社の状況

(注)親会社である野村ホールディングス株式会社との取引条件を決定するに当たり、親会社の

原価や、市場金利等を勘案して合理的に決定していることから、当社取締役会は、当該取引は

当社の利益を害するものではないと判断しております。

(2）子会社の状況

　該当事項はございません。

７．主要な事業内容

(1）委託売買業務

　顧客より委託を受けて、有価証券の売買、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取

引、外国市場証券先物取引および有価証券店頭デリバティブ取引（以下「有価証券の売買等」

という）を執行することを中心とする業務であります。

(2）自己売買業務

　当社が自己の計算において、有価証券の売買等を行う業務であります。

(3）引受け・売出し業務

　新たに発行される有価証券および既発行有価証券の買付けの申込みの勧誘を行う目的で取得

する業務ならびに他に当該有価証券を取得する者がない場合にその残部を取得する業務であり

ます。

(4）募集・売出しの取扱い業務、私募の取扱い業務

　新たに発行される有価証券および既発行有価証券の買付けの申込みの勧誘を行う業務ならび

に新たに発行される有価証券について少数の投資家または適格機関投資家のみを相手方として

買付けの申込みの勧誘を行う業務であります。
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区分 店舗数

東 京 都 　本　　店　　　　など　　　　　20店

関 東 地 方 （ 東 京 都 除 く ） 　横　浜　支　店　など　　　　　28店

北 海 道 地 方 　札　幌　支　店　など　　　　　５店

東 北 地 方 　仙　台　支　店　など　　　　　９店

北 陸 地 方 　新　潟　支　店　など　　　　　４店

中 部 地 方 　名 古 屋 支 店  など　　　　　14店

近 畿 地 方 　大　阪　支　店　など　　　　　18店

中 国 地 方 　広　島　支　店　など　　　　　７店

四 国 地 方 　高　松　支　店　など　　　　　３店

九 州 ・ 沖 縄 地 方 　福　岡　支　店　など　　　　　11店

名称 区分 所在地

春日井支店 2021年４月９日 閉鎖 愛知県春日井市鳥居松町4-68

府中支店 2021年４月９日 閉鎖 東京都府中市府中町1-8-1

徳島支店 2021年４月26日 閉鎖 徳島県徳島市八百屋町3-14

京王新宿店 2022年３月31日 閉鎖 東京都新宿区西新宿1-1-4

使用人数（人） 前事業年度末比増減（人）

14,445 377 (減）

(単位：百万円)

借　入　先 借 入 金 残 高

野村ホールディングス株式会社 574,000

農林中央金庫 100,000

日本銀行 70,000

８．主要拠点と所在地内訳

(1）国内の主要拠点と所在地内訳

本支店および営業所（119店）

（注）　なお、上記のほか海外駐在員事務所が２ヶ所（北京・上海）あります。

(2）当期中の新設および閉鎖

９．使用人の状況

（注１）　使用人数には当社の使用人数の合計(臨時使用人を除く)を記載しております。

（注２）　使用人数は就業人員数であります。

10．主要な借入先および借入額の状況

（注）　日本銀行からの借入金は、日本銀行に当社保有の債券を担保として差し入れて電子貸付を受

ける、日本銀行が資金を供給するオペレーションによるものであります。
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11．剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社の資本政策は次のとおりです。

(1）株主資本

　「金融商品取引業等に関する内閣府令」に定める自己資本規制比率において、適切な水準を

維持してまいります。2022年３月31日現在の自己資本規制比率は301.8%と、健全な財務基盤を

有しております。

(2）配当

　配当政策につきましては、自己資本規制比率等、第一種金融商品取引業者としての業務を行

う上での重要な指標を考慮しつつ親会社である野村ホールディングス株式会社と協議の上、利

益配当の額を決定することをその方針としております。

　剰余金の配当は、2022年３月31日の基準日において、１株当たり33万5,000円といたしており

ます。

(3）自己株式の取得

　該当事項はございません。

12．その他当社の現況に関する重要な事項

　該当事項はございません。

株 主 名 持株数および持株比率

株 ％

野 村 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 201,410 100

(1）当社が発行できる株式の総数 400,000株

(2）発行済株式総数 201,410株

(3）株主数 1名

ⅱ．株式に関する事項

１．上位10名の株主の状況

２．その他株式に関する重要な事項
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氏　名 地位および担当 重要な兼職状況

永　井　浩　二  取締役会長 野村ホールディングス株式会社取締役会長

奥　田　健　太　郎  代表取締役社長 野村ホールディングス株式会社取締役兼代表執行役社長

グループCEO

寺　口　智　之  代表取締役副社長 野村ホールディングス株式会社取締役兼代表執行役副社

長

新　井　聡  代表取締役副社長

中　島　豊  代表取締役副社長 野村ファイナンシャル・プロダクツ・サービシズ株式会

社取締役

野村インシュアランス・ソリューション株式会社取締役

Instinet Incorporated Director

飯　山　俊　康  代表取締役副社長 野村ホールディングス株式会社執行役

野村アジアパシフィック・ホールディングス株式会社代

表取締役会長

株式会社野村資本市場研究所代表取締役社長

ジャパン・チャイナ・キャピタル・パートナーズ株式会

社取締役会長

Shanghai Nomura Lujiazui Investment Management Ltd 

Chairman

後　藤　匡　洋  取締役専務

北　村　巧  取締役専務 野村ホールディングス株式会社執行役

株式会社コーポレート・デザイン・パートナーズ取締役

加　藤　壮　太　郎  取締役常務 野村ホールディングス株式会社執行役

Nomura Holding America Inc. Director

大　塚　徹  取締役常務 野村ホールディングス株式会社執行役

水　野　晋　一  代表取締役常務

島　崎　憲　明  取締役

 監査等委員(委員長)

野村ホールディングス株式会社社外取締役

株式会社ロジネットジャパン社外取締役

稲　田　伸　夫  社外取締役

 監査等委員

増　田　要  社外取締役

 監査等委員

株式会社M＆Pマネジメント代表取締役

GMOインターネット株式会社社外取締役

栁　井　健　寿  取締役

 監査特命取締役

野村信託銀行株式会社社外取締役

ⅲ．会社役員に関する事項

１．取締役の状況（2022年３月31日現在）
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山　川　敦　子  取締役

 監査特命取締役

野村信託銀行株式会社社外取締役

小　栗　尚　之  取締役

 監査特命取締役

Capital Nomura Securities Public Company Limited 

Director

（注）

１．取締役 稲田伸夫および増田要は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査等委員（委員長）である取締役 島崎憲明は、米国企業改革法に基づく財務専門家であり、

財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
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ⅳ．会計監査人の状況

１．会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人
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<上記体制の運用状況の概要>

　当社は、当社の業務に精通した常勤の非業務執行取締役３名を監査特命取締役に任命し、当

該監査特命取締役は監査等委員会の指示に従い、監査等委員会の監査の補助を行っておりま

す。また、当社は、取締役の職務を補助する部署として取締役会室を設置しております。な

お、業務執行からの独立性を確保するため、同室の使用人の人事考課は監査等委員会が選定す

る監査等委員が行っております。

<上記体制の運用状況の概要>

監査等委員会の選定する監査等委員または監査特命取締役は、経営会議やコンダクト委員会等

の重要な会議に出席または陪席しております。

監査等委員会は、会計監査人および財務諸表の監査を行う監査法人であるEY新日本有限責任監

Ⅱ．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容および当該体制の運用状況の概要

業務の適正を確保するための体制に関する取締役会決議の内容は、以下のとおりです。また、当期に

おける当該体制の運用状況の概要は、それぞれ項目ごとに破線枠内に記載のとおりです。

＜野村證券における業務の適正を確保するための体制＞

　当社は、業務の適正を確保するため、以下の体制（以下「内部統制システム」という）を取締役会

において定め、定期的にこれを評価し、必要な場合には見直しを行う。取締役会は、取締役の職務の

執行の監督および当社の経営の基本方針の策定等を通じて業務の適正を確保するほか、業務執行取締

役による内部統制システムの整備・運用状況をモニタリングし、必要に応じてその改善を求める。

　また、取締役会は、取締役に「野村グループ行動規範」を遵守させるとともに、業務執行取締役を

通じ全役職員にこれを徹底する。

Ⅰ．監査等委員会に関する事項

　監査等委員会は、法令に定める権限を行使し、会計監査人および監査法人ならびに社内の組織を

利用して、取締役の職務の執行の適法性・妥当性・効率性について監査を行い、当社の業務の適正

の確保に資するものとする。

１．職務を補助する取締役および使用人

(1）取締役会は、常勤の取締役（業務執行取締役を除く。）の中から、「監査特命取締役」を任

命することができる。監査特命取締役は、監査等委員会の監査を補助し、取締役会による取締

役の職務の執行の監督を効果的に行うため、監査等委員会の指示に従って職務を行う。

(2）監査等委員会および取締役の職務を補助するため、取締役会室を置く。取締役会室の使用人

の人事考課は、監査等委員会または監査等委員会が選定する監査等委員が行う。取締役会室の

使用人に係る採用、異動、懲戒については、監査等委員会または監査等委員会が選定する監査

等委員の同意を得なければならない。

２．監査の実効性を確保するための体制

(1）監査等委員会が選定する監査等委員または監査特命取締役は、経営会議等の重要な会議に出

席または陪席することができる。

(2）監査等委員会は、会計監査人および財務諸表の監査を行う監査法人から、期初の監査計画、

期中の監査状況、期末の監査結果、財務報告に係る内部統制の状況について説明を求めること

ができる。また、監査等委員および監査特命取締役は、会計監査人および財務諸表の監査を行

う監査法人と必要に応じて意見交換を行うことができる。

(3）監査等委員会が選定する監査等委員は、必要に応じて自らまたは他の監査等委員もしくは監

査特命取締役を通じて、当社に対する実査を行うことができる。

(4）監査等委員会は、監査の実施にあたり必要に応じて、弁護士、公認会計士、コンサルタント

その他の外部アドバイザーを任用することができる。
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査法人から期初の監査計画、期中の監査状況、期末の監査結果および財務報告に係る内部統制

の状況について直接説明を受けております。加えて、監査等委員長は、EY新日本有限責任監査

法人と定例の会議を実施するほか適宜に意見を求めるなど、EY新日本有限責任監査法人と監査

上の問題認識などの共有と意見の交換を緊密に行っております。

また、監査特命取締役は、営業店および本社各部署への実査を行っております。当期は電話会

議やインターネット会議等によりヒアリングを実施し、その結果を監査等委員に報告しており

ます。

なお、監査等委員会は必要に応じて外部の弁護士に専門的意見を求めることができる体制を整

えております。

<上記体制の運用状況の概要>

内部統制の有効性および妥当性を確保するため、内部監査の専任部署としてインターナル・オ

ーディット部を設置しております。内部監査部門が業務執行から独立して内部監査を行い、業

務改善の勧告、提言等を行っております。

内部監査に係る年次計画（年次計画の変更を含みます）および予算の策定について、監査等委

員会または監査等委員会が選定する監査委員の承認を得ており、内部監査の実施状況およびそ

の結果についても監査等委員会において報告されております。

監査等委員会は、インターナル・オーディット担当役員から、内部監査体制の整備・運用状

況、内部監査の実施状況等について適宜報告を受けるほか、グループ・インターナル・オーデ

ィット担当役員に対し、内部監査計画に盛り込むべき事項について指示を行うなど、内部監査

部門との連携を行っております。

また、監査等委員長は、会計監査人およびインターナル・オーディット担当役員と、定例の会

議を設けて監査上の問題意識などの共有と意見の交換を行っており、監査活動の充実に努めて

おります。

３．内部監査体制

(1）業務執行取締役は、内部監査を担当する役員および部署を設置し、内部監査活動を通じて当

社の業務全般にわたる内部統制の有効性および妥当性が確保される体制を整備する。

(2）内部監査に係る実施計画および予算の策定については監査等委員会または監査等委員会が選

定する監査等委員の承認を得るものとし、内部監査部門の責任者の選解任については、監査等

委員会または監査等委員会が選定する監査等委員の同意を得なければならない。

(3）監査等委員会は、内部監査の実施状況等に関する報告の聴取、内部監査に係る実施計画の変

更・追加監査の実施・改善策の策定等に関する勧告等の活動を通じて、内部監査部門と連携を

図るものとする。

Ⅱ．業務執行取締役に関する事項

１．コンプライアンスおよびコンダクト・リスク管理体制

(1）野村グループ行動規範の遵守および徹底

　業務執行取締役は、「野村グループ行動規範」を遵守することを宣誓し、もって定款および

法令諸規則に照らして適法な経営を推進するとともに、執行役員および使用人に対し同規範の

浸透を図り、その遵守を徹底する。

(2）コンプライアンスおよびコンダクト・リスク管理体制の整備

　経営会議は、「コンプライアンスは経営の最重要課題のひとつである」との認識の下、コン

ダクト委員会の審議に基づき、法令遵守に係る基本方針およびコンダクト・プログラムを決定

し、業務執行取締役を通じてその周知徹底を行う。

　業務執行取締役は、コンプライアンスおよびコンダクト・リスク管理に関する規程の整備、

所管部署および責任者の設置、取引の公正確保、顧客資産の分別保管その他のコンプライアン

スおよびコンダクト・リスク管理体制を整備する。また、社会倫理および社会正義に照らして

疑義があると思料する事案に関する是正対応、ならびに遵法精神および社会常識を踏まえた使

用人による業務の取組みを徹底するため、全部店に業務管理者を置き、もって法令諸規則等を

遵守した職務の執行を推進する。
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<上記体制の運用状況の概要>

当社は、全役職員が社会規範に沿った行動ができるようにするため、野村グループの一員とし

て取るべき行動の指針を示した「野村グループ行動規範」を策定し、野村グループの役職員は

毎年１回、この「野村グループ行動規範」の遵守を宣誓することとしております。過去の不祥

事からの教訓を再認識し、再発防止と社会およびお客様からの信頼の維持・獲得に向けて決意

を新たにする日である毎年8月の「野村『創業理念と企業倫理』の日」に、適正なコンダクトの

在り方に関するディスカッション等を行うとともに、行動規範を遵守することへの宣誓を行っ

ております。

当社では、コンプライアンスおよびコンダクト・リスク管理が経営の重要課題の一つとの認識

のもと、野村グループ行動規範の浸透並びにコンプライアンスおよびコンダクト・リスク管理

について議論・審議する場としてコンダクト委員会を設けるとともに、適正なコンダクトの推

進、適切なコンプライアンスおよびコンダクト・リスク管理の枠組みとして「コンダクト・プ

ログラム」を策定しています。同プログラムでは、三線管理の考えのもと、第一線、第二線、

第三線の役割を明確に定め、実効的な体制整備を進めております。

第一線の各部門にシニア・コンダクト・オフィサーを設け、部門の状況に応じたコンダクト・

リスク管理を進めています。

また、コンプライアンスおよびコンダクト・リスク管理の観点からは、当社の代表取締役のう

ち、当社における内部管理体制を統括する者として、内部管理統括責任者を任命しているほ

か、それを補佐する内部管理統括補助責任者を任命しております。また、各部店または営業所

における営業活動について内部管理を行う者として、管理職を内部管理責任者に任命し、内部

管理体制の整備・維持を図っております。

当社で設置している「コンプライアンス・ホットライン」では、情報提供の手段は問わず、匿

名での情報提供も可能とされ、情報提供に関する秘密は厳守される体制を確保しております。

情報提供における匿名性の確保を強化するため、専門の外部業者が提供する外部通報窓口の導

入も行っております。

当社では「野村グループ行動規範」において、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与、

贈収賄・腐敗行為、反社会的勢力について高いレベルの管理体制をもってこれを防ぐことを基

本方針としています。マネー・ローンダリング及びテロ資金供与（以下、AML/CFT）に係るグロ

ーバルな方針として「野村グループ・マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策方針」を

制定し、各地域・グループ会社で遵守すべき原則および基準を規定しています。

当社では、AML/CFT管理態勢を構築・維持する責任者としてAML/CFT統括責任者を選任してお

り、AML/CFT統括責任者を補佐する金融犯罪対策部を設置しております。さらに、各部店にAML

責任者を設置し、部店内におけるAML/CFTの責任者としてAML/CFTに係る管理態勢の推進の企

画・実行を行っています。

また、贈収賄・腐敗行為防止に係るグローバルな方針として「野村グループ贈収賄・腐敗行為

防止方針」を制定し、コンプライアンス統括責任者が贈収賄・腐敗行為防止態勢の構築に責任

を負い、それを金融犯罪対策部が補佐することとしております。

(3）コンプライアンス・ホットライン

　業務執行取締役は、当社における法令遵守上疑義のある行為等について、使用人が、野村ホ

ールディングスの取締役会において指名する者に直接情報提供を行う手段としてコンプライア

ンス・ホットラインを設置する。

(4）金融犯罪等に関する体制の整備

　当社は、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策を実施し、贈収賄を防止し、ま

た、反社会的勢力または団体との一切の取引および経済制裁対象者との間で各国法等に基づき

禁止される取引を行わないものとする。業務執行取締役はそのために必要な体制の整備を行

う。

２．リスク管理体制

(1）業務執行取締役は、市場リスク、信用リスク、流動性リスクおよびオペレーショナル・リス

ク等を中心とする、業務の執行に係る種々のリスクの識別・評価・監視・管理の重要性を認識

し、その把握と管理に努める。
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<上記体制の運用状況の概要>

リスク管理に関する基本原則、枠組みおよびガバナンスを規定し、もって適切なリスク管理に

資することを目的として制定された野村ホールディングスの「リスク管理規程」に基づき、リ

スク管理を担当する部署は、ビジネスの執行を行う部署から独立した組織として構成され、業

務の執行に係る種々のリスクの識別・評価・監視・管理を行っております。

また、当社は、危機管理体制の基本原則を「危機管理規程」に定めております。当社は、同規

程に基づき、経営会議に報告を行う危機管理委員会を設置し、危機管理および業務継続にかか

わる対応を行う体制を整備しております。その他、当社は、緊急時に全役職員の安否を把握で

きるよう、平時から安否確認訓練、防災訓練、業務継続訓練等を継続的に実施し、危機管理意

識の醸成と有事対応体制の維持強化を図っております。

<上記体制の運用状況の概要>

業務執行取締役は、毎回の取締役会において経営会議の審議状況、財務の状況、各部門におけ

(2）業務執行取締役は、リスク管理に関する規程の整備、所管部署および責任者の設置等、リス

ク管理の実効性を維持する体制の整備に努めるものとする。

(3）業務執行取締役は、リスク管理体制の整備状況および自己資本規制比率について経営会議に

報告する。経営会議においては、当該報告に基づきリスク管理および自己資本規制比率の状況

を分析し、業務に係る最適なリスク管理体制を構築するために、適切な対策を講じる。

(4）業務執行取締役は、自然災害またはシステム・ダウン等の危機に対する予防措置および緊急

時の対策等の基本原則を定めることにより、危機を予防または回避し、顧客および当社の役職

員の安全確保、営業資産の保全、ならびに被害の軽減および早期復旧を図る体制を整備する。

３．職務執行に関する報告体制

(1）業務執行取締役は、取締役会に対し、３ヵ月に１回以上、自己の職務の執行の状況について

報告を行うほか、執行役員および使用人による報告体制を整備する。

(2）業務執行取締役は、定期的に監査等委員会に対して直接、または監査等委員もしくは監査特

命取締役を通じて以下に掲げる事項を報告する。

①　内部監査の実施状況およびその結果ならびに改善状況

②　コンプライアンスおよびコンダクト・リスク管理体制の整備運用状況

③　リスク管理状況

④　四半期毎の決算の概要および重要事項（重要な会計方針の選択または適用に関する事項

を含む。）

⑤　コンプライアンス・ホットラインの運用状況および受領した通報内容

(3）業務執行取締役、執行役員および使用人は、監査等委員会が選定する監査等委員または監査

特命取締役からその職務の執行に関する事項の報告を求められた場合、当該事項につき速やか

に報告を行う。

(4）取締役および執行役員は、以下に掲げる事項を知った場合、直ちに監査等委員または監査特

命取締役に報告を行う。また、当該事項を知った者が業務執行取締役または執行役員である場

合は、同時に経営会議またはコンダクト委員会に対しても報告を行う。経営会議およびコンダ

クト委員会は当該事項について審議を行い、必要と認める場合、その結果に基づき、適切な対

策を講じるものとする。

①　重大な法令違反その他のコンプライアンスおよびコンダクトに関する重要な事項

②　業務または財務に重大な影響を及ぼすおそれのある法律上または財務上の諸問題

③　規制当局からの命令その他当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実

(5）当社は、前項に規定する報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するため、必要な措置を講じるものとする。
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る業務執行の状況について報告を行っております。また、業務執行取締役は、監査等委員会に対

して直接、または監査等委員を通じて各々の業務執行状況等について報告しております。加え

て、執行役員および使用人は、監査等委員からその職務の執行に関する事項の報告を求められた

場合、当該事項について速やかに報告を行っております。

　当社は、法令や社内規定に違反する疑いのある行為等を取締役および執行役員が発見した場合

は、速やかに報告を行わなければならないことを定期的に周知、徹底しております。また、当社

では、「野村グループ・コンプライアンス・ホットライン運営規程」、「野村グループ行動規

範」等により、当該報告を行ったことを理由とする不利益な取扱いを禁止しているほか、そのよ

うな不利益な取扱いが禁止されていることを周知、徹底しております。

<上記体制の運用状況の概要>

当社における業務執行の決定は、法令の定める範囲内で、取締役会から権限を委譲された業務

執行取締役が機動的・効率的に行うこととしております。また、高度化・専門化する金融業務に

おける業務執行体制の一層の強化を図るため、業務執行取締役から業務執行権限の一部の委譲を

受けた執行役員が個々の担当分野のビジネス、オペレーションを担っております。

取締役会の決議により業務執行取締役に委任された事項のうち、特に重要な業務執行の決定に

ついては経営会議を設置し、審議・決定しております。経営会議での審議内容について、取締役

会は、経営会議から３ヵ月に１回以上の報告を受けております。経営会議は、当社の経営に係る

重要事項について審議・決定しております。

<上記体制の運用状況の概要>

重要な会議の議事録、会議録、稟議書、契約書、計算関係書類その他の重要な文書（電磁的記

録を含む。）については、いずれも関係法令および関連する社内規定に従って適切に保管してお

り、閲覧可能な状態を維持しております。

４．職務執行の効率性を確保するための体制

(1）業務執行取締役は、取締役会において定められた経営機構および業務執行取締役の職務分掌

に基づいて当社の業務執行の決定および業務執行を行う。

(2）業務執行取締役は、執行役員の職務分掌および使用人の職務権限を定め、執行役員および使

用人の責任と権限を明確にし、もって効率的な職務執行体制および職務の執行の責任体制を確

立する。

(3）取締役会決議に基づき業務執行取締役に業務の執行の決定を委任された事項のうち、一定の

重要事項については、経営会議等の会議体における審議・決定、または稟議手続を経て決定す

る。

(4）経営会議は、野村グループの部門その他の組織の機能を踏まえて当社の組織を構築し、その

効率的な運営を確保する。

５．情報の保存および管理に関する体制

　業務執行取締役は、重要な会議の議事録、会議録、稟議書、契約書、計算関係書類その他の重

要な文書（電磁的記録を含む。）について、関連資料とともに少なくとも10年間保管し、必要に

応じて閲覧可能な状態を維持する。

Ⅲ．野村ホールディングスとの連携

(1）業務執行取締役は、当社の業務の適正を確保するとともに、野村ホールディングスとの連携を

行うことにより、野村グループの内部統制の確保に寄与する。

(2）監査等委員会は、必要に応じて野村ホールディングスの監査委員会と連携し、当社の業務の適

法性・妥当性・効率性について監査を行う。

(3）取締役は、野村ホールディングスの監査委員会または監査特命取締役から報告を求められた場

合、当該事項につき速やかに報告を行う。
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<上記体制の運用状況の概要>

業務の適正を確保するための体制を整備し、それに基づいた運用を行うとともに、野村ホール

ディングスと連携しながら、野村グループの内部統制の確保に寄与しております。また、当社の

監査等委員会の委員長は野村ホールディングスの監査委員会の委員長を兼務しており、監査等委

員会は、必要に応じて野村ホールディングスの監査委員会と合同で開催し、業務の適法性・妥当

性・効率性について監査を行っております。

注：本事業報告中の記載金額および株式数は、表示単位未満の端数を四捨五入しております。
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事業報告に係る附属明細書

　事業報告に係る附属明細書については、該当事項はありません。

- 21 -







 

監 査 報 告 書 

 当監査等委員会は、2021 年 4 月 1 日から 2022 年 3 月 31 日までの第 21 期事業

年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法、内容および

結果につき以下のとおり報告いたします。 

１． 監査の方法およびその内容 

 

当事業年度の監査は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けたことから、会計

監査人との連携や主要な事業所も含めた往査および調査については、電話回線または

インターネット等を経由した手段を活用し、実施しました。 

 

 監査等委員会は、監査の方針、職務の分担等を定め、それに従い会社の内部統制部

門等と連携の上、重要な会議等における意思決定の過程および内容、主要な決裁書類

その他業務執行に関する重要な書類等の内容、取締役、執行役員および主要な使用人

等の職務執行の状況、ならびに本社および主要な事業所の業務および財産の状況を調

査しました。 

 

 また、会社法第 399 条の 13 第 1 項第 1 号ロおよびハに係る内部統制体制に関する

取締役会決議の内容ならびに当該決議に基づき整備されている内部統制体制につい

て、取締役、執行役員および主要な使用人等からその構築および運用の状況について

定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。 

 

事業報告に記載されている会社法施行規則第 118 条第 5 号イの留意した事項およ

び同号ロの判断およびその理由については、取締役会その他における審議の状況を踏

まえ、その内容について検討を加えました。 

 

 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを

監視および検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行

われることを確保するための体制」（会社計算規則第 131 条各号に掲げる事項）を

「監査に関する品質管理基準」（平成 17 年 10 月 28 日企業会計審議会）等に従って

整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。 

 

 以上の方法に基づき、当該事業年度にかかる事業報告およびその附属明細書、計算

書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびそ

の附属明細書について検討いたしました。 

 

２．監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

  一 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。 



  二 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する

重大な事実は認められません。 

  三 内部統制体制に関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該決議に基づき整備されている内部統制体制に関する事業報告の記載内容な

らびに取締役の職務の執行について、指摘すべき事項は認められません。 

四 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当

たり当社の利益を害さないように留意した事項および当該取引が当社の利益を

害さないかどうかについての取締役会の判断およびその理由について、指摘す

べき事項は認められません。 

 

(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果 

   会計監査人 EY 新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当である

と認めます。 

 

 

 

2022 年 5 月 19 日 

野村證券株式会社 監査等委員会   

監査等委員長  島 崎  憲 明   

監 査 等委 員  稲 田  伸 夫   

監 査 等委 員   増 田  要   

 

（注）稲田伸夫および増田要は会社法第 2 条第 15 号および第 331 条第 6 項に規定

する社外取締役であります。 


